
 

 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

BRJ株式会社 

マイクロモビリティのさらなる普及拡大に向け、 

あいおいニッセイ同和損保と BRJが資本業務提携契約を締結 

２０２３年９月６日 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループのあいおいニッセイ同和損害保険株式会社（代表取締役社長： 
新納 啓介、以下「あいおいニッセイ同和損保」）と、電動キックボード「BIRD」（以下、「BIRD」）等のマイ
クロモビリティ※1のシェアリングサービスを展開する BRJ株式会社（代表取締役：宮内秀明、以下「BRJ」）
は、2023年 8月 31日に資本業務提携契約を締結しましたので、お知らせします。 

※1 自動車よりコンパクトで機動性が高く、手軽な移動を実現する 1人または 2人乗り程度の車両 

 

１． 背景 

2023年 7月の改正道路交通法施行により、電動キックボードの利用は 16歳以上であれば運転免許が不要、

ヘルメットの着用が努力義務になるといった規制緩和が実現し、更なる利用拡大が見込まれています。      

一方、電動キックボードの利用拡大に伴い、道路交通法の違反や交通事故の増加が懸念されており、本格

的な普及に向け、交通ルールの啓発や安全な走行環境の整備が求められています。 

あいおいニッセイ同和損保と BRJ は、電動キックボードの普及や安全な走行環境の実現を目的に、2022

年 3 月に業務提携契約を締結※2し、電動キックボード専用ナビゲーションの実装に向けた実証実験※3や、

交通事故の危険性をエリア別に判定して走行速度を自動制御する「エリア別速度コントロールモデル」の開

発※4等に共同で取り組んでいます。 

今般、両社の協業を一層加速させるため、あいおいニッセイ同和損保と BRJは、新たに資本業務提携契約

を締結することとしました。 

※2   https://www.aioinissaydowa.co.jp/corporate/about/news/pdf/2022/news_2022031600973.pdf 

※3   https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000020.000082085.html  

※4  https://www.aioinissaydowa.co.jp/corporate/about/news/pdf/2023/news_2023071301182.pdf 

 

２． 資本業務提携の内容 

（１）出資について 

 ・出資完了日：2023年 8月 31日  

・出資金額：約１億円 

 ・出資内容：BRJが第三者割当増資により発行する株式をあいおいニッセイ同和損保が取得 

 

（２）両社の新たな取り組み  

項目 内容 

BRJが提供する BIRDの 

走行データを活用した 

事故の未然防止策の研究 

・事故の未然防止策の研究に関し、検証に使用しているサンプルデータ

を BIRDの全走行データに拡大（2023年 8月末時点で 10万キロ超） 

・走行地域・走行ルート・走行速度・事故データ等を分析※5し、電動キ

ックボードにおける事故発生リスクを地域特性ごとに解明すること

で、エリアごとの交通事故・違反の最適な未然防止策を研究 

・本研究結果を、地方公共団体向けのマイクロモビリティの事故未然防

止や交通課題の解決につながるコンサルティングサービスの新設・展

開への活用を検討 

マイクロモビリティ 

シェアリングサービスと 

リスクマネジメント 

サービスの一体提供 

・BRJ のマイクロモビリティシェアリングサービスに安全運転講習会等

のリスクマネジメントサービスをパッケージ化し、あいおいニッセイ

同和損保と協業する地方公共団体や企業に提供 

※5 活用するデータは非特定かつ匿名なものとし、個人を特定・再特定できるようなデータは活用しません。 

https://www.aioinissaydowa.co.jp/corporate/about/news/pdf/2022/news_2022031600973.pdf
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000020.000082085.html
https://www.aioinissaydowa.co.jp/corporate/about/news/pdf/2023/news_2023071301182.pdf


 

（３）BIRDの走行データを活用した交通事故・違反の未然防止策に関する研究について 

 

３． 今後の展開 

両社は共同取り組みも進展させていくことで、電動キックボードをはじめとするマイクロモビリティサー

ビスの一層の普及や、安全・安心な利用を推進していきます。 

 

 

以上 

 

 


